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退去強制令をめぐるシティズンシップの交渉
─1980年代英国における抗議運動からの試論─

工 藤 正 子
（京都女子大学現代社会学部）

　本稿は、1980年代の英国で起こされた退去強制令をめぐる抗議運動 “Muhammad Idrish Must Stay”を
とおしてシティズンシップの交渉プロセスについて考察することを目的とする。1970年代以降の英国では、
旧植民地出身の有色移民に対する反移民感情の高まりにともない、国家が入国管理を通じて有色移民への
排除を強めていった。本稿は、そうした状況下で自らに発令された退去強制令への抗議運動を起こしたイー
ドリッシュ氏への聞き取り結果から、同運動が、国家が定義する境界線を有色移民の側から引き直そうと
するプロセスであったことを示す。第 1節では、故国バングラデシュから英国への移動、とくに移住初期
の人種差別の経験と、その背景にあった第二次世界大戦後の有色移民への排外主義の高まりや入国管理法
の厳格化について論じる。第 2節では、氏が退去強制令に対して抗議運動を起こした経緯とその勝訴の要
因を、労働組合 NALGOの支援や氏のリーダーシップのほか、当時のサッチャー政権に対抗する社会運動
が織りなす複雑な力関係との関連において論じる。第 3節では、氏が退去強制への抗議運動をとおして、
①国家による「違法性」の概念に挑戦したこと、②移民の正規化の基準として、同情ではなく権利を主張
したことの 2点を指摘する。結論として、政治体と個人の関係を理解するうえで、「シティズンシップ」を、
国家が個人に付与する法的地位としてだけではなく、個人の側からの権利要求、およびその過程における
帰属の感覚の変容や、多様な他者との関係の再編をも含む動態的な概念として用いることの重要性を指摘
する。
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はじめに
　2019年 3 月のある土曜日の午後、英国バーミン
ガム市の Birmingham Museum and Art Gallery（通
称 BMAG）で、“Here to Stay, Here to Fight!”（「こ
こにいて、ここで闘う」）と題されたイベントが
行われた。イベントでは同市在住の68歳1）のバン
グラデシュ系イギリス人であるMuhammad Idrish

（ムハンマド・イードリッシュ）氏が1980年代に
自らに発令された退去強制令に対して起こした抗
議運動に関わるドキュメンタリー映像 2本が上映
されたあと、同氏を中心に研究者や活動家、一般
市民を交えた討論が行われた。会場は満員で約70
人が参加した2）。市の主要な公共施設である
BMAGでのイベントの開催は、イードリッシュ
氏の抗議運動を、移民の集住都市バーミンガムの

集合的記憶として継承することでもあったといえ
る。その背景には、近年のヨーロッパの難民問題
や英国の EU離脱をめぐって国家の境界が問い直
され、排除や包摂、帰属の政治が社会の中心的課
題となっていることがあるだろう。
　本稿は、イードリッシュ氏による退去強制令を
めぐる抗議運動をふり返ることをとおしてシティ
ズンシップの交渉のプロセスについて考察するこ
とを目的としている。ここでいう「シティズン
シップ」とは、国家における個人の法的地位のみ
ならず、政治体への権利要求の活動や、その過程
で生成、変容していく帰属の感覚や社会的つなが
りの再編をも含む概念として用いる（Isin 2008；
Ito 2016；髙谷 2018）。1970年代～80年代は、英
国で旧植民地出身の有色移民に対する反移民感情
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がいっそう高まり、国家が入国管理を通じて移民
への排除を強めた時期であった。かつてイギリス
帝国の構成員として自由な移動が許されていた旧
植民地出身者の有色移民に対して国家の境界が閉
じられていったのである。そうした時代背景にお
いて、イードリッシュ氏の退去強制令への抗議運
動は、単なる法的地位の獲得を目的としただけで
なく、人種主義的な入国管理法への抗議をとおし
て有色移民の排除に抵抗し、英国内での帰属を交
渉していくプロセスであった。本稿では、氏が退
去強制令への抗議運動というアクティヴィズムを
通じて帰属の感覚を再構成し、多様な他者との関
係を再編していくプロセスをとおして、シティズ
ンシップのダイナミックな様相を照射したい。
　本稿は、主に筆者が英国のバーミンガム市で
2014年～2019年の間にイードリッシュ氏に行った
聞き取りデータをもとにしている。第 1節では、
故国バングラデシュから英国への移動、とくに移
住初期の人種差別の経験と、その背景にあった第
二次世界大戦後の有色移民への排外主義の高まり
や入国管理法の厳格化について論じる。第 2節で
は、氏が自らに発令された退去強制令に対して起
こした運動の経緯と勝訴の要因を、当時のサッ
チャー政権による諸政策や、それに対抗する社会
運動が織りなす複雑な力関係、そして氏のリー
ダーシップとの関連において論じる。第 3節では、
氏が退去強制への抗議運動をとおして、①国家に
よる「違法性」の概念に挑戦したこと、②移民の
正規化の基準として、同情ではなく権利を主張し
たことの 2点を指摘する。結論として、政治体と
個人の関係を理解するうえで、「シティズンシッ
プ」を、国家が個人に付与する法的地位としてだ
けではなく、個人の側からの権利要求、およびそ
の過程における帰属の感覚の変容や、多様な他者
との関係の再編を含む動態的な概念として用いる
ことの重要性を指摘する。

1 ．バングラデシュから英国への移動と人種差別
の経験
1．1．独立闘争のなかでの成長と英国への移動
　イードリッシュ氏は、英領インドから分離独立
後の東パキスタン（現在のバングラデシュ）の

ファリドプール（Faridpur）に生まれ、その後、
首都ダッカを経て英国に移住した。イードリッ
シュという名前は、イスラーム教の祭りである
イード（・アル・フィトル）の日に生まれたこと
に由来している。父親の身分は行政庁の最下層に
あたる「ピオン（peon）」と呼ばれる職員で、祖
父は大英帝国の支配のもとで警察官の職にあった。
家屋の敷地と家族が食べるためだけの小さな畑は
あったものの、それだけだった。父親の給料は低
く、生活は貧しかったが、土地のほかの子どもた
ちと比べてイードリッシュ氏の家がとりたてて貧
しかったわけではない。氏は学業に卓越していた
ため、常に政府からの奨学金をもらって勉強をつ
づけることができた。
　氏が生まれたときに英領支配は終わっていたが、
パキスタンの軍事政権下にあり、バングラデシュ
の独立闘争のなかで成長したことを、氏は以下の
ように語っている。

大英帝国の植民地支配が去ったあとに生まれ、
その後は、パキスタンの軍事政権による植民
地的支配があった。1960年代にバングラデ
シュ解放運動が高まった頃には、16歳か17歳
だった。1971年の独立時にはダッカ大学にい
た。ダッカ大学はバングラデシュ解放運動の
拠点だったので、パキスタンのコロニアリズ
ムへの闘争のイデオロギーを吸収した状態で
1976年に英国に留学した。自分の権利のため
に闘う姿勢は基本的に自分のなかにあった
（聞き取り 2014）3）。

　氏はダッカ大学の修士課程を1975年に修了した。
その後、ダッカの工科大学（Bangladeshi University 

of Engineering and Technology）の物理学実験室に
技術職を得るが、まもなく英国で学ぶための 1年
間の奨学金（British Council Award）を英国政府か
ら得た。博士課程で学ぶための奨学金を希望して
いたが、当時のバングラデシュが独立まもない混
乱期にあり不確定要素が大きかったために、指導
教授の助言もあり、まずはこの 1年の奨学金を受
けることにしたのである。
　1976年に26歳で渡英した氏は、どのような経験
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をしたのだろうか。それについて氏の語りをみる
前に、まず、第二次世界大戦後の英国における旧
植民地出身者の法的、社会的な位置の変化を概観
しておきたい。

1．2�．旧植民地出身の有色移民：旧宗主国におけ
る排除（1945年～1970年代）

　第二次世界大戦後の英国における移民政策の変
遷は、英国が帝国解体のなかで自らの境界を再定
義していくプロセスであったといえる。その中核
をなすのが、旧植民地出身者のなかでも「有色
（coloured）」のアフロ・カリブ系や、（南）アジア
系移民4）を排除し、彼らの地位を「英国臣民（British 

subject）」から「外国人（alien）」と変えていく過
程であった。
　1948年に制定された国籍法では、新英連邦（the 

New Commonwealth and Pakistan）出身者は、旧英
連邦出身者と同じく、居住や労働もふくめ、英国
本国の国民と変わらぬ権利を与えられた5）。第二
次世界大戦直後の英国政府による旧植民地出身者
の法的な包摂は、脱植民地化の過程で綻びつつ
あった「帝国の一体感」を取り繕おうとする努力
であった（浜井 2004：38；浜井 2007：65）。旧植
民地出身者の法的な包摂はまた、当時の英国が戦
後の経済復興のための労働者を呼び込むためにも
必要であった。そのことは、第二次世界大戦後に
英国政府が旧植民地国の人々に渡英して働くよう
呼びかけた、「母国があなたを必要としている！
（“Your mother nation needs you!”）」という表現に
明示されていた（聞き取り 2017）。
　こうした「母国」からの呼びかけに対して、新
英連邦となった旧植民地からの移民が英国に増加
する。まず、1950年代初めに西インド諸島からア
フロ・カリブ系の移民が流入した。このあと、
1950年代後期以降インド亜大陸からの移民の流れ
が始まり、1960年代中期以降には、東アフリカ経
由のインド系移民がつづいた6）。
　1958年にノッティンガムとロンドンのノッティ
ングヒルで騒擾事件（rioting）が起きたことで、
英国社会では新英連邦からの有色移民を社会的脅
威とみる傾向が強まった（Sachdeva 1993：18
－19）。これを象徴する出来事が、1968年に保守

党政治家イーノック・パウエルが移民集住地の
バーミンガム市で行った「血の川（“Rivers of 

Blood”）」演説とそれへの世論の支持であった
（Hansen 2000：180－187）。パウエルは、この演
説で入国管理の厳格化や移民の帰国奨励等を主張
し、さもなくば英国に「血の川」が流れるであろ
うと予告した。ヴィヴィオルカ（2007［1998］：
42－43）は、マーティン・バーカーに依拠しつつ、
この演説を、従来の「科学的」人種主義ではない
新しいレイシズム（the new racism）の先駆けと
して位置づけている。パウエル以降の保守党勢力
は、生物学的な差異や優劣ではなく、文化的差異
を強調し、文化的統合が不可能な移民集団は、英
国の生活様式や文化的均質性への脅威となるとす
る新しいレイシズム（Barker 1981：12－29）を構
築したのである。
　1970年代には極右組織の国民戦線（National 

Front）が台頭し、その後、英国国民党（British 

National Party〔BNP〕）、1982年設立）へとかたち
を変えながら、有色移民の排除が継続した（中谷 

2013：91；若松 2017：34－35；樽本 2018；パナ
イー 2016［2010］：331－332）。メディアの報道
も移民を「イギリスの生活様式」への脅威として
表象し、反移民的な言説の形成に中心的役割を果
たした（パナイー 2016［2010］：311－325）。
　有色移民を脅威とみなす世論が高まるなかで、
国家は入国管理法という手段を通じて排除を強化
していった7）。1 9 6 2年には「英連邦移民法
（Commonwealth Immigrants Act）」が制定され、新
英連邦からの流入に初めて制限がかけられた8）。
1960年代中期以降は、東アフリカ諸国からのイン
ド系移民の急増に対して世論の危機感が高まった
（パナイー 2016［2010］：311－325）9）。これを背
景に、1968年に再び「英連邦移民法」が制定され、
旧植民地出身の有色移民の排除は、その後も1971
年の移民法（Immigration Act）から、1981年の国
籍法までつづいた（浜井 2004：39－40）10）。
　入国管理法の度重なる改正で新英連邦移民を制
限する一方で、国家は人種関係法（Race Relation 

Acts）を制定（1965年）し、改正を重ねた（1968，
1976，2001年）。イードリッシュ氏が渡英した
1970年代は、旧植民地出身の有色移民に対する排
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外的な動きが強まる一方で、すでに入国している
移民については権利の保障が限定的ながら進んだ
時期であった（浜井 2004：38－40, 66）。人種関
係法の効力には様々な限界があったが（佐久間 

1998：414－430）、これら権利保障の法制化は、
ポスト帝国期における旧植民地からの有色移民の
排除が、世論や政策（浜井 2007：74）、当事者か
らの抗議運動など、複数のアクターによる、複雑
かつ矛盾を孕んだ政治的な交渉のなかで進行した
ことを反映している。

1．3．渡英初期の人種差別の経験
　有色移民に対する世論や政策の複雑なベクトル
に呼応するように、渡英初期の氏の経験にも移民
をめぐる複雑な力学を見てとることができる。ま
ず、この時期に経験した人種差別を回想する語り
をみてみたい。
　 1年の奨学金が切れた時点で、氏は後述するよ
うに英国籍の女性との事実上の婚姻関係を築いて
いたため、帰国せずにバングラデシュ・レストラ
ンで就労する。このときに受けたあからさまな人
種差別の経験を氏は次のように語っている11）。

奨学金が切れたとき、ブリストルのインド・
レストランで働き始めた。ひどい経験だった。
当時ブリストルにはバングラデシュ系移民が
運営するインド・レストランが10店あった。
そういう店はすごく値段が安かったし、飲食
店自体が少なかったからいつも盛況だった。
だから、店は儲かりはしたが、（イングリッ
シュの）客の暴言に耐えなければいけなかっ
た。ちょっとミスをすると、罵られ、悪くな
くても泣き寝入りしなければならなかった。
客は飲みつぶれ無銭飲食もしょっちゅうで、
ましてや、うっかり小さいミスでもしようも
のなら、それを理由に代金を払わずに出て
行ってしまう。仕事に出るのが毎日苦痛でな
らなかった。人手不足で給仕が 2人のところ
に客は大人数の集団で10組もくるというよう
な状況で、とても賄いきれなかった。しかも、
何かあって警察を呼ぼうものなら、まず尋問
されるのは客ではなく自分たちだった。そう

なると結局はパスポートの提示を求められる。
従業員はビザがないことも多かったから、そ
うした状況を恐れて警察を呼べず、客からの
ひどい扱いに耐えなければいけなかった（聞
き取り 2017）。

　氏がこのような経験をした1970年代には、警察
による制度的な人種差別が強まっていた。パナ
イー（2016［2010］）によれば、1970年代～80年
代に警察当局は、有色の若者を犯罪に関わる問題
集団と捉えるようになった。1970年代のロンドン
のイーストエンドでは、バングラデシュ系移民が
頻繁に右翼団体の攻撃の標的になったにもかかわ
らず、警察は適切な対応をしなかった（パナイー 

2016［2010］：305－306）。さらに、1973年には「不
法移民情報局」（のちの「入国管理執行局」）が設
立され、「入国にふさわしくない」とされる人々
が犯罪化され、取り締まりが厳格化した（パナ
イー 2016［2010］：302－303）。
　氏によれば、当時の英国における主な有色移民
としてのアフロ・カリブ系（西インド諸島系）と
アジア系との関係も良好ではなかった。両者とも
に旧植民地（新英連邦）出身の労働者で、主に単
純労働に従事していたが、1970年代後半は単純労
働の仕事が徐々に無くなっている時期だった。さ
らに、既述のように、アフロ・カリブ系は渡英時
期が早く、家族形成も進みつつあったのに対し、
インド亜大陸から移住した移民の多くは、まだ家
族合流が進んでおらず、単身者が多いという生活
環境の違いもあった（聞き取り 2017）。英語を話し、
キリスト教徒が中心であったカリブ系の移民に対
して、アジア系は、言語、宗教、文化が異なるた
めに、いっそう他者化される傾向にあった（浜井 

2004：39；若松 2017：22－23；Thandi 2007：168
－169）12）。アフロ・カリブ系もまた、1958年の騒
擾事件以降、激しい人種差別にさらされ、退去強
制の予備軍とみられていたが（Bailkin 2008）、上
述のような立場の差異により、アフロ・カリブ系
とアジア系は連帯して差別に対抗することが困難
な状況にあった。
　こうした状況のなかで、「アジア系の者が通り
を歩けば、罵詈雑言を浴びせられることは日常茶
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飯事だった。日が暮れてから 1人で外出するのは
危険なことで、言葉の暴力だけでなく、金品を強
奪された人もいた。当時の英国の街は、アジア系
やその他の有色移民にとって安全ではなかった」
（聞き取り 2017）。

1．4�．主流社会やエスニック・マイノリティとの
関係

　一方で、この時期には、渡英前に氏が抱いてい
た英国のイメージが、英国の市井の人々との接点
をとおして再形成された。例えば、英国は先進的
でみなが豊かだとしか聞いていなかったのに、街
のベンチで酔いつぶれ、物乞いをする人の姿を目
にして、植民地支配者と見ていた英国社会の底辺
を生きる人々の現実を見る思いだったという。
　大学では、コルコタ出身の大学講師やマレーシ
ア出身の留学生など、さまざまなエスニック背景
の人々と付き合い、大学での政治的な会合への参
加をとおして、社会主義や共産主義など多様な政
治的立場をとる主流社会の人々とも交流した。こ
うしたなかで、氏は、人種差別を含む英国の社会
問題に強い関心を抱くようになる。
　バングラデシュ系移民との関係形成はどうだっ
ただろうか。英国のバングラデシュ系移民の大半
は、今日にいたるまでシレット地方出身者で占め
られる。英領期に水夫（ラスカル）として働いて
いた人々がロンドンのイーストエンド、タワーハ
ムレット地区に集積し、1950年代以降は、シレッ
ト地方から連鎖的に新規移民が到来し、移民コ
ミュニティを形成した（長谷  1993；佐久間 

1998：241－254；中谷 2013：82－91；Visram 

1995：12－13）。ブリストルのバングラデシュ系
移民も例外ではなく、氏以外はみなシレット出身
者であった。氏の記憶では、1977年か78年頃には、
ブリストル市にバングラデシュ協会があり、75人
の男性がおり、 1人を除いて全て単身であった13）。
ブリストルのバングラデシュ系コミュニティで、
氏は渡英後に初めてベンガル出身者に出会い、彼
らは氏を、住居や仕事などで助けてくれた。1977
～1979年の 2年間、氏は上述のように、生活のた
めにバングラデシュ系が営むインド・レストラン
で働いたが、氏はビザに問題があると知りながら

雇ってくれた彼らに感謝している。氏は、ブリス
トルのバングラデシュ協会の文化的なイベントな
どの運営にも携わった。そうした関係のなかで、
彼らは年齢にかかわらず、氏のことを “dada”（ベ
ンガル語で「お兄さん」）と呼んで敬意をもって
接してくれた。これが氏が彼らとの関係を「家族
のような絆」だったとする理由である。

1．5．英国籍の女性との結婚と生活の変容
　上述のような多様な人々との関係形成のなかで、
英国籍の女性と出会い、最初の結婚をしたのもこ
のブリストル市である。彼女とは、英国での生活
経験を話し合うようになって、社会や政治に対す
る姿勢が共通していることに気づいたという。
1977年に一緒に暮らし始め、事実上の夫婦として
の関係を築いたものの、妻が前の配偶者とすぐに
離婚できなかったため法的な婚姻手続きは1979年
となった。
　法的な婚姻手続きが遅れたことは、在留資格上
の問題を生んだがそれについては後述することと
し、ここではまず、1979年の法的結婚で氏が経験
した 3つの意味での移動を指摘しておきたい。第
一は、法的地位の移動である。前述のように、学
生ビザの切れた1977年に在留資格上は「非正規」
となったが、1979年に英国籍の女性との法的結婚
により、配偶者として 1年のビザを得た。第二に、
職業的な移動である。在留の合法化を機会に、氏
はレストランを辞め、バーミンガム市の青少年の
ための慈善団体（Barnardo’s）にソーシャル・ワー
カー（trainee social worker）の職を得て働き始め
る14）。ブリストルでのレストランの給料が週100
ポンドだったのに対して、新しい仕事の給料は40
ポンドと薄給であった。氏はこの職を得るまで数
えきれないほどの数の職に応募したが、面接の連
絡さえなかった。新しい仕事の条件は極めて悪
かったものの、当時、有色移民が単純労働から脱
け出すための最良の仕事だった。前職のレストラ
ンでは酷い人種差別を経験したが、そこから抜け
出すだけでなく、バングラデシュで受けた教育を
活かし、「英国社会で前に進むために、何か別の
ことを始める必要があった」。第三が地理的な移
動である。この転職を機に、氏はブリストル市か
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ら、移民集住都市であるバーミンガム市へと移動
する。この 3つの移動は互いに絡み合いながら、
その後の氏の人生を大きく変えていくことになる。
　転職のために移動したバーミンガム市は、現在
にいたる氏の生活と市民活動の拠点となった。同
市は、18世紀までに英国有数の工業都市としての
地位を築き、19世紀にはアイルランド系移民が、
第二次世界大戦後には旧植民地出身の有色移民が
流入し、底辺労働を支えた。1970年代までは、近
隣のウルヴァハンプトン（Wolverhampton）等と
ともに重工業の拠点として隆盛を極め、バーミン
ガム市の一部を含む一帯は（工場から立ち上る煤
煙のために）「ブラックカントリー」と呼ばれた。
しかし、次第に重工業が衰退し、地域の産業構造
はサービス産業中心へとシフトした。こうしたな
かで、単純労働に集中していた移民はその影響を
直に受け、1980年代には多くの失業者が出た（工
藤 2011：176－178）。
　バーミンガム市は現在も英国有数の多民族都市
として知られ、2011年の国勢調査では、バーミン
ガム（市人口1,073,045人）のエスニック構成は、
英国系白人15）は53. 1%で、残りは、アイルランド
系白人を含む多様なエスニック集団から構成され
る。エスニック集団として人口規模が大きい集団
としては、パキスタン系（13 . 5%）、インド系
（ 6 %）、カリブ系（4. 4%）、バングラデシュ系
（ 3 %）の順となっている（Birmingham City 

Council）。移民集住地であるバーミンガムに1970
年代末期に移動した氏は、白人主体のブリストル
よりも非白人に対して友好的だと感じ、英国で地
元への帰属意識を初めて抱いたという。

2 ．退去強制令への抗議運動：“Muhammad 
Idrish Must Stay”
2．1．1980年代前半における運動の経緯と背景
　既述のように氏は、1979年に英国籍の女性と法
的に結婚したことで配偶者として 1年の在留許可
を得た。しかし、その後、仕事のために別居せざ
るを得なかったこともあり、妻との関係は難局を
迎える。1980年に、永住許可を申請したものの、
妻と別居状態であったことから申請は拒否され、
その後内務大臣（the Secretary of State for the 

Home Affairs）による退去強制令が発令された。
これらの措置に対して、氏はその取り消しを求め
る運動を起こした。
　氏は、この抗議運動を始めた動機として英国内
の人種差別への怒りがあったことを挙げる。この
退去強制が発令された1980年代初頭は、新英連邦
の有色移民に対する退去強制や入国拒否の事例が
あとをたたず、氏は、自らに発令された退去強制
令を有色移民全体に対する制度的な排除として捉
えた。パナイー（2016［2010］：302－303）によ
れば、英国では1945年以降、「不法移民」という
概念が形成され、入国管理をとおして個人を犯罪
化し、国外追放することが入国管理局の日常的な
活動となった。1970年代初期以降の退去強制者数
の増加にともない、人種攻撃による死者数も増加
した。退去強制者数がピークを迎えた1980年の翌
年には、人種攻撃による死者数もピークに達して
いる。このことから、長谷（1993：240－241）は、
国家による退去強制件数と人種攻撃との相関を指
摘している。1980年代には、メディア（右派大衆
紙）でも、有色の移民に対する人種差別的な報道
が行われ、移民の否定的な表象の生成が進んだ
（浜井 2018：183）。
　有色移民に対する入国制限は次第に厳しくなり、
1971年移民法（Immigration Act：1973年施行）は、
新英連邦出身の移民に「外国人（alien）」と同等
の入国制限を課し、ポスト帝国期の英国市民権を
明確に再定義した（Layton-Henry 1992：52；
Hansen 2000：194－197；Spencer 1997：143－
144）16）。また、この法律では、「公共の善（public 

good）」に資さないとみなす者を追放する権限が
内務大臣に付与された。1905年の外国人法（Aliens 

Act）において既に、内務大臣に「望ましくない者」
を追放する権限が付与されていたものの、「望ま
しくない者」が指し示すところは変化した。1970
年代には有色移民に対する入国規制が厳格化し、
彼ら彼女らが退去強制令の対象として、より脆弱
な位置におかれることになったのである
（Bhattacharyya and Gabriel 2002：152；Evans 

1972：517）17）。
　一方で、この時期には排外主義の高まりに対し
てマイノリティからの抗議運動もみられるように
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なっていた。例えば、1978年にはロンドンで起
こったバングラデシュ系移民の若者の殺人事件を
契機に、移民集団の団結や、白人の反人種差別団
体との連携などが模索されるようになり、運動の
組織化につながった（中谷 2013：86－88, 91）18）。
氏の抗議運動は、こうした有色移民の側からの権
利要求への機運のなかで始まったものであった。
運動は度重なる上告を経て、最終的に1985年10月
に勝訴し、退去強制令は取り消しとなった19）。以
下に述べるように、この勝訴の背景には複合的な
要因が絡み合っていた。

2．2�．労働組合 NALGO からの支援と氏のリー
ダーシップ

　氏がこの運動を立ち上げた直接的なきっかけに
は、バーミンガムでの職場となった慈善団体
（Barnardo’s）の同僚ら（主にイングリッシュ）の
支援があった。退去強制令を受け取ったことにつ
いて同僚に相談したところ、不当な退去強制令が
増えているので闘うべきだと励まされ、彼らと運
動を開始したという（聞き取り 2017）。
　最終的に勝訴にこぎつけた大きな要因には、氏
も強調するように、氏自身が組合員であった労働
組合 National and Local Government Officers ’ 
Association（以下、NALGO〔現 UNISON〕）から
の経済的、実質的支援があった。当時の英国でホ
ワイトカラー労働者の最大の労働組合であった
NALGO20）が運動を支援した背景には、サッチャー
政権下での労働組合の苦境が関わっていた。氏は
当時の政治状況について以下のように語っている。

当時は社会主義派や左派の基盤が弱体化しつ
つあった。労働党は1979年に政権を失い、サッ
チャー率いる保守党政権へ移行した。こうし
たなかで社会主義や左翼は、保守に対抗する
ための主軸を構築する必要があった。サッ
チャー政権に対抗するために、NALGOや労
働党は、政権が排除を強めていた移民を支援
することに大きな意味があった（聞き取り 

2014）。

　しかし、労働組合との共闘は容易ではなかった。

労働組合も一枚岩ではなく、「なぜ労働者として
の権利だけでなく、移民の在留権まで保護するの
か」という組合員からの批判があったからである。
これに対して氏は、移民が労働するためには労働
権だけでなく、在留権が必要だという主張を展開
し、最終的に組合としての賛同を得ることに成功
した（聞き取り2014）。記録映像 “Muhammad 

Idrish Must Stay” や Ironside and Seifert（2000：
181）にも、NALGOが本運動を単なる労働運動
ではなく、人種差別的な入国管理法への抗議運動
として位置づけていたことが示されている。
　このように、NALGOの組織的支援は氏の抗議
運動を成功に導く鍵となった。しかし、白人主体
の労働組合が、法的に脆弱な非正規移民を支援す
るという構図だけでは、この運動の多面性を理解
できない。インタヴュー（聞き取り 2017）や映
像 “Muhammad Idrish Must Stay” の氏によるスピー
チの様子からは、氏が氏自身が運動に主体的に関
わり、運動を牽引したことが見てとれる。映像で、
運動の組織委員会の青年が「NALGOがこの運動
を支援することとなった背景には、イードリッ
シュ自身が NALGOの大会で組織的支援をしてく
れるよう粘り強く説得し、それに成功したことが
大きい」と述べていることにも、氏のリーダー
シップが不可欠であったことが裏付けられている。

2．3．多様な層からの支援
　この運動では、大規模な抗議デモが繰り返され、
1983年10月のバーミンガム市でのデモには2,500
人が参加し、移民の集住地区の一つであるハンズ
ワース（Handsworth）から市中心部までデモ行進
した。“Muhammad Idrish Must Stay” の記録映像で
は、デモには、バーミンガムのアジア系青年運動
（Asian Youth Movement）などの非白人の姿もみえ
るが、参加者の多くは NALGOの組合員らしい中
産階級の白人たちである。氏によれば、当時は反
人種主義の動きはあったものの、高度に組織化さ
れた運動はなかったことから、その受け皿となり、
他の移民たちのみならず、主流社会の多様な立場
の人々からの賛同を得ることができたという（聞
き取り2017）。そのことを示すように、NALGO

による大規模な署名運動にくわえて、上院の議員
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も含む多数の政治家や、キリスト教を含む宗教団
体、各方面の市民団体や労働組合、一般市民など、
多方面からの請願書が内務大臣に寄せられた。こ
れらの手紙には、氏のソーシャル・ワークによる
貢献を高く評価したり、政府の移民政策を批判す
るものもあった（インターネット・サイト
Refworldの裁判記録による）。こうして大きな社
会的関心を呼んだ裁判について、BBC 2 は番組を
制作し、1984年に放映している（Ironside and 

Seifert 2000：181）。
　さらに、最終判決の 2週間前（1985年 9 月）に
は、バーミンガムのハンズワースで騒擾事件が発
生した（Solomos and Back 1995：81－82）。弁護
士が陳述において、これがマイノリティたちの声
であり、氏の権利を認めなければ同じような抵抗
運動を誘発するだろうと主張したことも勝訴につ
ながったのではないかと氏は見ている。
　サッチャー政権は、ニューライトと呼ばれる潮
流と結びついて（浜井 2004：49－50）、有色移民
に対する排除を政策的に強化した。しかしその一
方で、次項で述べるように、1980年代のこの時期
には、多文化主義や反人種主義も高まりを見せて
いた。氏の退去強制令の抗議運動に対する社会の
多様な層からの支援は、当時の英国社会の移民を
めぐる世論や政治勢力間の複雑な力の拮抗を示す
ものといってよいだろう。

2．4．「公共の善」の再解釈
　裁判の論戦のポイントの 1つには、1971年移民
法の第 3（5）条（legislation.gov.uk）に規定されて
いる「公共の善（public good）」をめぐる解釈が
あった。それまで入国管理当局（Home Office）は、
退去強制を可能とする条件とされている「公共の
善」について、「犯罪者なら退去強制できる」と
いったような負の意味でのみ解釈してきた。これ
に対して、上訴したイードリッシュ氏側は、「公
共の善」をめぐる規定を積極的な意味で解釈し、
「ソーシャル・ワーカーとして社会貢献をしたの
だから退去強制は妥当ではない」という趣旨の主
張を展開した（聞き取り  2019）。氏は、団体
Barnardo’sでの勤務につづき、裁判中の1985年には、
ハンズワース地区の移民支援団体 Asian Resource 

Centreの職員として移民支援活動に関わってい
た21）。結果として、裁判ではエスニック・コミュ
ニティのソーシャル・ワーカーとしての貢献やス
キルが、「公共の善に資する」として評価された。
つまり、国家が退去強制の妥当性の重要な基準と
した「公共の善」が、移民や支援者の側から読み
替えられ（Bhattacharyya and Gabriel 2002：162－
164）、それによってシティズンシップの境界が交
渉されたといえよう。この戦略は、イードリッシュ
氏の裁判以降の同様の退去強制取り消し訴訟でも
踏襲され、それらの裁判の勝訴に寄与した22）。裁
判記録（Refworld）では、イードリッシュ氏がソー
シャル・ワーカーとして英国社会と強い結びつき
を形成し、社会に統合されていた（integrated）こ
とが評価されたことも記されている。
　これは、当時の英国のマイノリティ政策の流れ
と無関係ではないだろう。英国のマイノリティ政
策は、1950～60年代の同化主義から、1970年以降、
多文化主義にシフトし、とくに1980年代前半には
その傾向が強まった。こうした変化のなかで、エ
スニック・コミュニティの文化、言語、宗教、言
語などを維持する権利が認められるようになって
いた（浜井 2004：43－47）23）。しかし、この時期に、
多文化主義は単に称揚されていただけでなく、複
数の立場から批判されていた。多文化主義は、レ
イシズムへの取り組みに課題があるとして反人種
主義からの批判にさらされ、両者はある種の緊張
関係にあった。さらに、多文化教育の発展は、サッ
チャー政権と結びついたニューライトの台頭を背
景に、1988年の教育法改革で深刻な揺り戻しを経
験することになる（以上、浜井 2004：47－48, 
58；浜井 2007：76－79）。
　イードリッシュ氏も、多文化主義をレイシズム
を隠蔽するものとして極めて批判的にみている。
しかし、「アジア系」のソーシャル・ワーカーと
しての氏個人の社会貢献を NALGOが強調するこ
とに氏が敢えて反対しなかったのは、それを困難
な闘争を成功に導くための戦略の 1つと考えたか
らである。当時の有色移民の国外追放の流れを大
きく変えることが、氏にとって何よりの優先事項
であり、そのためには、有色移民同志の連帯だけ
では十分ではなく、社会の幅広い層からの支援を
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得ることが必須であると考えたという（聞き取り 

2019）。

3 ．シティズンシップの交渉
3．1．国家による「違法性」の創出への挑戦
　イードリッシュ氏が起こした退去強制への抗議
運動は、国家が引く国境線を、排除される者の側
から再定義することを目指すものであった。
Heng Leng et al.（2012）は、非正規移民の「違法
性（illegality）」が、国家によって創出されると
いう議論をさらに進め、当事者がそれに応答し、
国境を対抗的に再定義していくプロセスの複雑性
を照射した。1980年代の英国における氏の運動に
も、国家が刻印する違法性に「非正規滞在者」の
側から異議を申し立て、再定義しようとするエー
ジェンシーの発動を見ることができる。
　このことは、氏自身が勝訴したあとに主導者の
1人として関わった「西ミッドランズ退去強制抗
議運動（We s t  M i d l a n d s  A n t i - D e p o r t a t i o n 

Campaign）」（以下、「WMADC運動」）24）の記録映
像で氏が語っていることにも表れている。1980年
代後期には入国管理がさらに厳格化し、退去強制
者数や入国拒否数が大幅に増加した（Bhattacharyya 

and Gabriel 2002：153；パナイー 2016［2010］：
302）。1971年移民法で新英連邦移民の入国規制が
厳格化したあとも、家族呼び寄せの権利は認めら
れていたが、それにも次第に厳しい諸規制が課さ
れるようになった（Spencer 1997：147－150）。そ
の結果として、有色移民は国境をまたいだ家族の
離散など様々な困難に直面しており（佐久間 

1998：403－413）25）、WMADC運動は、こうした
規制を国家的暴力として位置づけ、抗議するもの
であった。記録映像 “We s t  M i d l a n d s  A n t i -

Deportation Campaign” のなかで、イードリッシュ
氏は、「過ちを犯しているのは移民ではなく、特
定の人々を不当に排除する入国管理法をつくった
国家であり、法律が人種差別的なのだ。（略）闘
わずしてそのような排除を受け入れないようにし
よう」と呼びかけ、国家が特定の移民に「違法性
（ i l legali ty）」のスティグマを刻印し、犯罪化
（criminalize）することへの抵抗を呼びかけている。

3．2�．非正規移民を正規化する基準をめぐって：
「同情」ではなく「権利」を

　さらに、裁判中の1980年代中期に BBCテレビ
の移民に関わる討論番組に参加したときの氏の発
言に注目したい。そこに、非正規移民を正規化す
る論理をめぐる氏の見解が表れているからである。
氏によれば、同番組でパネルのメンバーであった
保守派ジャーナリストが、退去強制令への抗議運
動を起こした氏に同情し、「（氏のように）教育が
あり勤勉な人は英国社会にいてほしいし、（後進
国の）バングラデシュに帰国しても苦難の人生が
待っているだろう」という趣旨の発言をしたこと
に対して、氏は立ち上がって、「バングラデシュ
に帰れるのは嬉しいことだ。この運動を起こした
のは、英国の法律で、この国にいる権利が誰に与
えられ、誰に与えられないのか、それをはっきり
させたいからだ」と切り返した（聞き取り 2019）。
　イードリッシュ氏のこの発言は、1980年代英国
の退去強制令の増加というコンテクストにおいて、
同情や個人の資質・能力によるのではなく、「権
利」に立ち戻った正規化の論理を主張したもので
あり、先進諸国の移民や難民の受け入れの論理を
問い直すものとして今日的意義を有しているとい
えるだろう26）。

おわりに
　以上、イードリッシュ氏の退去強制への抗議運
動をたどることで、シティズンシップの交渉につ
いて次の 2点が示された。第一に、同運動は、国
家が国境を引き直す過程で、特定の移民を排除し
犯罪化していくことに挑戦し、さらに、非正規移
民の正規化の論理をも問い直すものであった。そ
のプロセスは、シティズンシップを単に国家が個
人に付与する法的地位としてだけでなく、両者の
間の複雑な相互作用として捉え、そこから生じる
ダイナミクスを照射することの重要性を示唆して
いる。
　第二に、氏が起こした退去強制への抗議運動は、
国家により「違法性」を刻印された移民が、社会
的尊厳を取り戻し、それをとおして多様な他者と
の関係を紡ぎ直し、居場所を再構築していく創造
的な活動でもあったといえよう。勝訴の判決がで
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た瞬間の感情を聞いたとき、氏は次のように答え
ている。「（これで運動が終わりだと思うと）悲し
かった。なぜなら、この運動ほど充実した期間は
なかったからだ。差別されて何もしなければ、周
囲の人々は哀れむだけだ。でも、差別に抵抗する
なら、人は敬意をもって接してくれる」（聞き取
り 2017）。Coutin（2016：101）は、エルサルバド
ルで生まれ、米国で育った「非正規滞在者」の若
者たちの法的地位回復の運動を論じるなかで、そ
れが単に法的権利だけでなく、国家や社会からの
包摂や承認を求めるものであったことを指摘して
いる。イードリッシュ氏の運動もまた、人種差別
的な入国管理体制に対抗する運動を先導すること
で、自らおよび他の有色移民の社会的尊厳を勝ち
取り、新たな社会空間を創出する手段であった。
運動は、主流社会の支援者との関係を形成し、さ
らには、アフロ・カリブ系など他の有色移民との
連帯を創出することにもつながった。こうした運
動の側面は、シティズンシップを、それを「実践
する人々の感覚（センティメントやアタッチメン
ト）やそれにもとづいた活動」（梅屋・波佐間 

2018：177）と捉え、絶え間ない交渉や調整のな
かで、他者と生きるための技法（Isin and Neyrs 

2014： 4 ；梅屋・波佐間 2018：173）を構築して
いく過程としてみることの有効性を示している。
　第二次世界大戦後の英国の入国管理法や国籍法
の一連の改正は、帝国が解体し、またネオリベラ
ルな国家間の競合が激化するなかで、「望ましい
国民」を包摂し、そうでない者を排除していく過
程であった。そうしたなかでイードリッシュ氏が
起こした運動は、1980年代前半の英国の人種関係
のみならず、当時のサッチャー政権による諸政策
や、それに対抗する社会運動が織りなす複雑な力
関係とも不可分に結びついていた。30余年を経た
現在において、国境間の移動には、国籍、階級、
ジェンダー、セクシュアリティ、宗教など多様な
差異や力関係が交差するだけでなく、先進諸国内
での格差の拡大や排外的なナショナリズムの台頭
とも複雑に関わっている。そうした状況のなかで、
国家の入国管理や社会的言説における排除の論理
と、移動する人々による交渉や闘争との相互作用
を捉え、そこに生起する帰属の感覚や多層的な関

係性を照射することをとおして、シティズンシッ
プの動態的プロセスを明らかにすることが求めら
れている。
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〈注〉
1 ）イードリッシュ氏が生まれた当時、バングラデ
シュには一般の人々の誕生日を記録する公的制度は
なかった。このことから氏には、渡英時に作成した
パスポート上の生年（1950年）と、氏自身が母親の
記憶をもとに推測した実際の生年（1948年）がある。
本稿では氏自身の語りによる部分では後者のままと
し、それ以外では退去強制令をめぐる裁判記録に記
載された年齢との混乱を避けるために、前者を使用
する。
2）イードリッシュ氏からの筆者への私信（2019年 3
月12日付電子メール）による。
3）本稿で典拠の提示で「（聞き取り）」として西暦を
記した箇所はすべてイードリッシュ氏からの聞き取
りとその年を示すものである。
4）英国では「アジア系（Asian）」は一般的に「南ア
ジア系移民」を意味しており、本稿でも特記しない
限り、その意味で使用する。
5）旧英連邦とは、旧植民地のなかでも、白人入植者
の多い旧英連邦（オーストラリアやカナダなど）を
指す。1948年国籍法については Karatani（2003：116
－117）に詳しい。
6）アジア系の場合は、東アフリカ経由の移民を除い
て、単身男性が渡英した後、家族が合流するという
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段階的な移住がみられた。新英連邦移民の出身国別
のジェンダー比とその変化についてはパナイー
（2016［2010］：156）に詳しい。
7）入国管理法を通じた国家レベルでの人種差別的な
排除は、第二次世界大戦前から始まっていた。詳し
くは、パナイー（2016［2010］）参照。
8）この移民法制定の背景の 1つとして、浜井（2007：
70）は、1961年の初の EEC加盟申請も含め、外交政
策上の英連邦の重要性が減少しつつあったことを挙
げている。
9）1960年代中期には、ケニア（1963年独立）やウガ
ンダ（1962年独立）においてアフリカ化政策により
インド系が排除されたことにより、英国へのインド
系移民が急増した（Sachdeva 1993：23）。

10）新英連邦からの移民の定着過程や法的地位の変化
については浜井（2004：36－42）および若松（2017：
21－22）を参照されたい。1981年国籍法およびその
後の政策の変化については柄谷（2003）に詳しい。
11）こうしたあからさまな人種主義のほかに、氏は留
学した大学の担当教授から受けた、表面的には好意
的だが、（旧植民地出身の非白人の）留学生を見下
すような見えにくい人種主義についても語っている。
12）新英連邦からの移民に対する否定的イメージは、
植民地支配の記憶と切り離して考えることはできな
い。パナイー（2016［2010］）は、有色移民への偏
見が「帝国での出会い」を通じて形成されたことを
指摘している。特にインド系の人々への偏見は、宗
教や女性の扱い、カースト制度などを理由としてい
た（パナイー 2016［2010］：311－312，322ほか）。

13）1960年代中期から後期のブリストル市の移民に関
する Richmond（1973：45）の報告によれば、同市の
アジア系移民は、総じて学歴が低く、主にベンガル
語かパンジャーブ語の話者であり、単純労働に従事
し、単身者が多かった。
14）この団体では、氏は犯罪歴のある少年の更生支援
を中心とした仕事に携わった。
15）「英国系白人」は、国勢調査では “White”（白人）
の下位カテゴリーのひとつで、“English/Welsh/
Scottish/Northern Irish/British” となっている。本稿では、
左記の人々を「英国系白人」と総称し、英国（本稿
では、Britainまたは United Kingdomを指す）内のイ
ングランドのマジョリティを構成する白人は「イン
グリッシュ」として区別する。
16）1971年移民法は、英国生まれか、英国生まれの親
／祖父母をもつパトリアル（patrial）と、そうでな
い者（non-patrial）の区別を導入し、後者を入国管理
の対象とした。その帰結として、旧植民地出身者は

事実上、白人か非白人かで明確に分断され、後者に
入国制限がかかるようになった（Layton-Henry 
1992：52；Spencer 1997：Hansen 2000：194－197；
143－144；山本・木村 2012：181）。1971年移民法が
施行された1973年には、旧植民地出身の有色移民へ
の排除が強化される一方で、英国はヨーロッパ経済
共同体に加入し、共同体内での労働者の移動が自由
化された（Spencer 1997：144, 150）。
17）Coutin（2016：136－142）は、米国で退去強制令
を受けるエルサルバドルからの若者たちについて、
それが、非正規滞在という彼ら彼女らの「違法行為」
によって生じるというより、国際政治や米国の犯罪
取り締まりの強化などの複数の外的要因のなかで、
これらの若者が犯罪化され、退去強制の対象とされ
ていく（“made deportable”）プロセスに着眼すること
の重要性を論じている。
18）19世紀以降の英国での移民による抵抗運動は、パ
ナイー（2016［2010］：232－264）に論じられている。
第二世界大戦後の新英連邦移民は投票権を有してお
り、アジア系は労働党を支持して主流政治に組み込
まれていったほか（若松 2017：25－26）、多様な政
治組織を形成したり、暴動や抗議活動という形でも
抵抗を展開した（パナイー 2016［2010］：244）。暴
動をマイノリティによる政治的行為としてみること
ができるか否かについては、森（2018：212）によ
る論考を参照されたい。
19）イードリッシュ氏の退去強制令への抗議運動や裁
判の経緯については、映像 “Muhammad Idrish Must 
Stay” のほか、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）
の難民認定に関わるデータベース Refworldや、労働
組合 NALGOの活動を記録した Ironside and Seifert
（2000：180－182）を参照されたい。
20）NALGOの組合員数は、当時の英国の労働組合で
有数の規模で、1981年の時点で739,000人であった
（Ironside and Seifert 2000：162）。
21）Asian Resource Centreは、当時より、西ミッドラン
ズ地域（West Midlands）で有数の非白人系の移民支
援組織であった。
22）すぐあとにつづいた Baba Bakhtaura氏の退去強制
令をめぐる裁判においても、彼がアジア系コミュニ
ティにおいて名の知られた音楽家として宗教的、文
化的儀礼やイベントで活躍していたことが、「公共
の善に資する」として評価された（Bhattacharyya and 
Gabriel 2002：157－158，162－164）。
23）この背景には、英国で、大英帝国時代の分割統治
を踏襲した多文化主義のあり方、つまり、移民をエ
スニック集団ごとに区別し、それぞれに英国内での
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一定の地位を与えようとする社会統合の様式がとら
れてきたことも関与している（樽本 2018：57）。

24）W M A D C 運動については、記録映像 “We s t 
Midlands Anti-Deportation Campaign” や、Bhattacharyya 
and Gabriel（2002）に詳しい。本運動は1990年前半
に最も活発で、2000年頃に、National Coalition of 
Anti-Deportation Campaignに統合された。なお、
WMADC運動は、イードリッシュ氏の運動のときの
ように、労働組合 UNISON（NALGOもここに統合
された）の支援を受けたが、WMADC運動の反人種
主義のスタンスは、UNISONのそれとは異なってい
たことが、Bhattacharyya and Gabriel（2002：159）に
指摘されている。
25）第二次世界大戦後の英国への移民として後発国で
あったバングラデシュ系移民への影響はとくに大き
く、国境を越えた家族の分断が大きな問題となって
いた（長谷 1993：222－223）。また、女性移民はと
くに家庭内のジェンダー暴力や国家からの人種差別
など多重の排除や周縁化に苦しんでいた（Patel 
2002：133－135）。
26）髙谷（2017，2019）によれば、第二次世界大戦後
の欧米では主に「人権」の観点から移民の保障の拡
大が進んだのに対し、近年は、難民危機などを機に、
非正規移民の受け入れをめぐる言説が、「人道」の
論理へとシフトしている。これに対して、日本では
在留特別許可の付与に見られるように、第二次世界
大戦後より国家は一貫して（主権の範囲内で配慮さ
れる）「人道」の論理で対応してきたという。髙谷は、
日本の文脈における「人道」の論理の意義を認めつ
つも、その論理のみによる恩恵としての受け入れで
は、主流社会との力関係が強化され、移民は社会に
従属的に包摂されていくことになると指摘する。な
お、非正規移民の正規化のロジックを考察するうえ
では、各国家の憲法観の違いを視野におさめる必要
があると思われるが、その考察は筆者の力量を超え
るものであり、今後の課題としたい。
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‘Here to Stay, Here to Fight!’
̶ Negotiating Citizenship through An Anti-Deportation Campaign in 1980s UK ̶

KUDO Masako
〈Abstract〉
 This article examines the processes of negotiating citizenship through the “Muhammad Idrish Must Stay” 
campaign, an anti-deportation campaign that took place in the UK in the 1980s.  In the 1970s, anti-immigrant 
sentiments increased considerably, and the UK government used immigration policies to tighten control of coloured 
migrants from former colonies.  Drawing on a series of interviews with Mr. Idrish, this article demonstrates the 
complexity of his struggle for rights through anti-deportation activism.  My discussion begins with a description of 
Mr. Idrish’s migration from Bangladesh to the UK in the 1970s and his experiences in the UK.  I focus on the racism 
that he encountered after his arrival in Britain.  The first section also provides background to such experiences by 
describing how the status of new commonwealth migrants was marginalized through tightening immigration laws 
and negative social discourses against migrants.  The second section discusses how Mr. Idrish’s campaign began in 
the early 1980s and highlights several factors that led to the successful end of his campaign in 1985.   These factors 
include support from the trade union NALGO, Mr. Idrish’s strong leadership in the campaign, and the complex 
political climate in which the Thatcher government operated.  I then point out two key aspects that defined Mr. 
Idrish’s campaign.  One is how Mr. Idrish challenged the notion of ‘illegality’ which the state tried to impose on 
migrants.  The second is that Mr. Idrish brought to the fore the rights of migrants̶instead of compassion for them̶
as the basis of legalizing ‘illegal’ migrants.  In conclusion, I argue that Mr. Idrish’s case demonstrates that individuals 
are not mere recipients of rights and status endowed by the state.  Rather, they actively contest the status quo and 
fight for their rights, through which processes they negotiate a sense of belonging and forge ties with others of 
various standing.

Key words：citizenship, racism, deportation order, immigration law, the UK


